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Ⅰ  統一的な基準に基づく財務書類について 

 

現行の決算制度である現金主義会計では、資産の減価償却や退職手

当引当金など見えないコストを把握することができないため、これを補完する

役割として、地方公会計制度のもと、民間の企業会計に準じた財務書類を

作成しているところです。  

佐用町では、これまで、新地方公会計制度のもと、平成 21年度決算から

「総務省改定モデル」で財務書類を作成・公表してきました。 

平成２７年１月の｢統一的な基準による地方公会計の整備促進について

（総務大臣通知）｣が全国の地方自治体に通知され、これまで複数あった作

成基準を統一することにより、自治体間での比較を可能とし、更なる財政状

況の把握と財政健全化に努めるよう推進されています。これを受け、平成２８

年度決算以降は統一的な基準に基づいて財務書類を作成します。 

 

（１） 対象とする会計の範囲  
 

対象団体 会計等名称 区分 

地方公共団体 

一般会計 

一般会計等 

  

  

朝霧園特別会計 

西はりま天文台公園特別会計 

メガソーラー事業収入特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

全体会計 

介護保険特別会計（事業勘定） 

介護保険特別会計（サービス勘定） 

後期高齢者医療特別会計 

簡易水道事業特別会計 

特定環境保全公共下水道事業特別会計 

生活排水処理対策事業特別会計 

笹ヶ丘荘特別会計 

宅地造成事業特別会計 

水道事業会計 

農業共済事業特別会計 

一部事務組合 

播磨高原広域事務組合 

連結会計 

西はりま環境事務組合 

西はりま消防組合 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 

佐用町社会福祉協議会 
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（２） 財務書類４表の構成  

 

地方公会計制度のもと作成される財務書類は、「発生主義・複式簿記」

などの企業会計手法が導入されたものであり、これにより、資産および負債

といったストック状況や、減価償却費や引当金などのコスト情報を把握し、よ

り実態に即した財政状況を明らかにするものです。  

財務書類は、以下の４表から構成されます。  

 

①貸借対照表（ＢＳ）  

どのような資産を保有しているのか（資産保有状況）と、その資産がどの

ような財源でまかなわれているのか（財源調達状況）を、対照表示したもの

です。 

表の左側（借方）が資産、右側（貸方）が負債と純資産に分かれます。  

この表により、財政状態（ストック項目の残高）が明らかにされます。  

 

②行政コスト計算書（ＰＬ）  

１年間の行政活動のうち、資産形成につながらない人的サービスや各

種給付サービスなどの経費（経常的な経費）と、その行政活動と直接の

対価性のある使用料・手数料などの収益（経常的な収益）を対比させた

財務書類です。  

この表により、経常的な行政活動について、税収等でまかなうべき行政

コスト（純経常行コスト）が明らかにされます。  

 

③純資産変動計算書（ＮＷＭ）  

行政コスト計算書で算定した「純行政コスト」をどのような財源でまかな

ったかを表すとともに、貸借対照表の純資産の部に計上されている数値

が、１年間でどのように変動したかを表したものです。  

 

④資金収支計算書（ＣＦ）  

１年間の資金の流れを明らかにするもので、これを、経常的な行政活動

の収支を表した「業務活動収支」、資産形成につながる行政活動の収支

を表した「投資活動収支」、地方債発行や償還などの行政活動の収支を

表した「財務活動収支」の３つの性質区分にわけて表示するものです。 
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（３） 財務書類４表の相互関係  

 

財務書類４表は、以下のような相互関係となっています。  

 

借方 貸方
資産 負債

貸借対照表(BS) 行政コスト計算書(PL)
経常行政コスト

－

経常収益

＝

資金収支計算書(CF) 純資産変動計算書(NWM)
収入 前年度末純資産残高

－ －

支出

＝ ＋

本年度末資金残高 税収等、国県補助金
＋

＋

歳計外現金残高 無償所管替等

＝ ＝

現金預金 純資産
純経常行政コスト

本年度末現金預金残高 本年度末純資産残高

純行政コスト

 

①貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の

「本年度末現金預金残高」と対応します。  

 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の「本年度末

純資産残高」に対応します。  

 

③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、「純資産変動計算書」に

記載されます。 
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Ⅱ  一般会計等財務書類の解説  

 

（１） 貸借対照表  （ＢＳ） 

 

         

（単位：千円） 

     資産の部 金額      負債の部 金額 

１．固定資産 59,209,874  １．固定負債 14,048,386  

  有形固定資産 51,780,064    地方債等 11,739,539  

  

 

事業用資産 25,686,030    長期未払金     - 

  

 

インフラ資産 25,894,011    退職手当引当金 2,308,847  

  

 

物品 200,023     損失補償等引当金     - 

  無形固定資産 37,504    その他     - 

  投資その他資産 7,392,307  ２．流動負債 1,499,694  

２．流動資産 4,621,217    1年内償還予定地方債 1,194,005  

  現金預金 95,723   未払金     - 

  未収金 18,825    未払費用     - 

  短期貸付金 40,008    前受金     - 

  基金   4,467,171    前受収益     - 

  棚卸資産     -   賞与等引当金 261,099  

  その他     -   預り金 44,590  

  徴収不能引当金     その他     - 

  

  

    負債合計 15,548,080  

  

  

         純資産の部 金額 

  

  

    １．固定資産等形成分 63,717,054  

  

  

    ２．余剰分（不足分） -15,434,043  

          純資産合計 48,283,011  

資産合計 63,831,091  負債及び純資産合計 63,831,091  

          ※表示単位の端数処理により合計等が一致しない場合があります。 
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貸借対照表は、「資産の部」、「負債の部」、「純資産の部」からなり、資産

は、行政サービスを提供するために町が保有している資産額を表し、負債は

将来世代が負担しなければならない金額、純資産は、これまでの世代が負

担した金額を表します。  

３つの部は、以下の関係式で表わされます。  

 

資産  ＝  負債  ＋ 純資産  

 

【資産の部】  

資産合計は６３８億３，１０９万円で、そのうち「固定資産」が５９２億９８７万

円、「流動資産」が４６億２，１２２万円となっています。「固定資産」は、土地

や建物、道路などの「有形固定資産」とソフトウェアの「無形固定資産」、特

定目的基金や他会計への出資金などの「投資その他資産」で形成されてい

ます。「流動資産」は主に、「現金預金」と、財政調整基金・減債基金からな

る「基金」で形成されています。  

資産の大部分は、有形固定資産からなり、その割合は９２．７％で、その

次に大きいのが基金で６．９％を占めています。  

 

【負債の部】  

負債合計は、１５５億４，８０８万円で、将来世代が負担していくこととなりま

す。そのうち「固定負債」が１４０億４，８３９万円、「流動負債」が１４億９，９６９

万円となっています。「固定負債」は、令和２年度以降に返済すべき地方債

の残高である「地方債等」と、将来の退職手当の支払いに備えた「退職手

当引当金」で形成されています。「流動負債」は主に、平成３１年度の償還

予定額である「１年内償還予定地方債」と賞与の支払いに備えた「賞与等

引当金」で形成されています。  

 

【純資産の部】  

純資産は、将来世代にも利用可能な資源の蓄積を表し、純資産の増加

は、現世代の負担によって将来世代にも利用可能な資源を蓄積し、将来の

負担を軽減していることを意味しています。逆に純資産の減少は、資産形成

の財源を地方債による借金等で賄っていることとなり、将来世代へ負担を先

送りしていることを意味します。  

純資産は、４８２億８，３０１万円で、固定資産や基金等の形成に充当され

た「固定資産等形成分」６３７億１，７０５万円と、純資産合計から固定資産

等形成分を除いた「余剰分（不足分）」△１５４億３，４０４万円で構成されま

す。不足分は、将来世代が負担することとなります。  

  

5



【貸借対照表  用語解説】  

 

固定資産   

事業用資産・・・・・・・  公共サービスに供されている資産で、インフラ資産、

物品以外の資産（例：庁舎、学校、保育園、町営住

宅など）  

インフラ資産・・・・・・・  道路、河川、上下水道など社会基盤となる資産  

物品・・・・・・・・・・・・・  車両、印刷機など  

無形固定資産・・・・・  ソフトウェアなど  

投資その他資産・・・  有価証券や出資金、基金など  

 

流動資産   

現金預金・・・・・・・・・  手元現金や普通預金など  

未収金・・・・・・・・・・・  当年度中に期限があったもののうち、収入されなかっ

た税金や使用料  

短期貸付金・・・・・・・  貸付金のうち翌年度に償還期限が到来するもの  

基金・・・・・・・・・・・・・  財政調整基金、減債基金  

徴収不能引当金・・・  回収不能が見込まれる金額を過去の不納欠損実績

に基づき見積もったもの  

 

固定負債   

地方債・・・・・・・・・・・  町が発行した地方債のうち、償還期限が１年を超え  

るもの  

退職手当引当金・・・  基準日時点において、職員全員が退職するものと 

仮定した場合に必要な退職金の額  

 

流動負債   

１年内償還予定地方債・・・  地方債、借入金残高のうち翌年度に償還予

定のもの  

賞与引当金・・・・・・・・・・・・  基準日時点までの期間に対応する期末手

当、勤勉手当等。具体的には、翌年度の６月

に支払われる今年度 12月～３月分の手当  

預り金・・・・・・・・・・・・・・・・・  職員給与等から徴収した税金や社会保険料  
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（２） 行政コスト計算書  （ＰＬ）  

 

   

（単位：千円） 

項  目  名 金  額 

１．経常費用 11,425,118  

  業務費用 6,963,642  

  

 

人件費 2,492,229  

  

 

物件費等 4,344,627  

  

 

その他の業務費用 126,786  

  移転費用 4,461,476  

  

 

補助金等 1,882,002  

  

 

社会保障給付 988,728  

  

 

他会計への繰出金 1,588,059  

  

 

その他 2,685  

２．経常収益 762,125  

  使用料及び手数料 248,859  

  その他 513,267  

純経常行政コスト（１－２） Ａ 10,662,993  

３．臨時損失 358,062  

４．臨時利益 546  

純行政コスト（Ａ＋３－４） 11,020,509  

    ※表示単位の端数処理により合計等が一致しない場合があります。 

 

貸借対照表が、行政サービスのためにこれまで形成された資産と、その財

源である地方債などのストック情報を表したものであるのに対し、行政コスト

計算書は、１年間の行政活動のうち、資産形成に結び付かない行政サービ

スに係る経費及び使用料等の経常収益のフローを表したものです。  
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平成３０年度の「経常費用」は、１１４億２，５１２万円で、そのうち人件費や

物件費等の業務費用が６９億６，３６４万円、他団体への補助金や扶助費に

該当する社会保障給付、他会計への繰出金に当たる移転費用が４４億６，

１４８万円となっております。  

これに対し、行政サービスに対する対価として、住民の皆様が負担する使

用料や手数料などの「経常収益」は、７億６，２１３万円となっています。  

経常費用から経常収益を引いた「純経常行政コスト」は、△１０６億６，２９

９万円で、ここから、災害復旧事業費と資産除売却損を合わせた「臨時損

失」３億５，８０６万円を引き、土地売却による「臨時利益」54万円を加えた

「純行政コスト」は、△１１０億２，０５１万円となっています。 

この不足分については、町税や地方交付税などの一般財源、国県補助

金により賄うべきコストとなります。詳細は、純資産変動計算書の項目で説

明します。 

 

【行政コスト計算書  用語解説】  

 

経常費用   

業務費用   

人件費・・・・・・・・・・・・  職員給与や各種手当など  

物件費等・・・・・・・・・・  消耗品、委託料、施設等の維持補修費に係

る経費や固定資産の減価償却費など  

その他業務費用・・・・  支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度

分過誤納還付金など  

 

移転費用   

補助金等・・・・・・・・・・・  各種団体に対する負担金や補助金など  

社会保障給付・・・・・・・  医療給付などの社会保障費  

他会計への繰出金・・・  特別会計への繰出金など  

その他・・・・・・・・・・・・・  自動車税や物件補償費など  

 

経常収益   

使用料及び手数料・・・・  施設の使用料や各種証明発行手数料など  

その他・・・・・・・・・・・・・・  町税延滞金や預金利子など  

 

臨時損失・・・・・・・・・・・・・・  災害復旧に要する経費、資産の除却や売却に

より生じた損失など  

臨時利益・・・・・・・・・・・・・・  資産の売却により生じた利益など  

  

8



（３） 純資産変動計算書  （ＮＷＭ）  

 

    

（単位：千円） 

項   目   名 金    額 

  前年度末純資産残高 49,195,432  

  

 

純行政コスト -11,020,509  

  

 

財源 10,098,821  

  

  

税収等 8,634,647  

  

  

国県等補助金 1,464,173  

    本年度差額 -921,688  

  

 

資産評価差額                   - 

  

 

無償所管換等 9,147  

  

 

その他 120 

    本年度純資産変動額 -912,421  

  本年度末純資産残高 48,283,011  

     ※表示単位の端数処理により合計等が一致しない場合があります。 

 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのように増減

したかを表すものです。  

前年度末の純資産に、当期の行政コスト計算書の純行政コストを差し引

きし、町税、地方交付税、国県補助金などを加算し、さらに、無償で譲渡ま

たは取得した固定資産の評価額等の「無償所管換等」などを加減して、期

末純資産残高を求めます。  

行政コスト計算書で計算された「純行政コスト」△１１０億２，０５１万円に対

して、税収等と国県等補助金を足した「財源」は、１００億９，８８２万円と支

出超過となり、純資産は９億２，１６９万円減少しています。  

なお、寄附や土地の合筆などにより増加した資産の評価額である「無償

所管換等」は、９１５万円計上しています。  

これにより、本年度末の純資産残高は、４８２億８，３０１万円となっていま

す。 

 

【純資産変動計算書  用語解説】  

税収等・・・・・・・・・・町税や地方交付税など  

国県等補助金・・・・国や県からの補助金収入  

資産評価差額・・・・有価証券等の評価差額  

無償所管換等・・・・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など   
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（４） 資金収支計算書  （ＣＦ） 

    

（単位：千円） 

項  目  名 金    額 

１．業務活動収支 1,796,528  

  業務支出 8,608,189  

  

 

業務費用支出 4,146,714  

  

 

移転費用支出 4,461,476  

  業務収入 10,683,893  

  

 

税収等収入 8,651,365  

  

 

国県等補助金収入 1,279,112  

  

 

使用料及び手数料収入 249,010  

  

 

その他収入 504,406  

  臨時支出 357,468  

  臨時収入 78,292  

２．投資活動収支 -1,195,372  

  投資活動支出 1,624,175  

    公共施設等整備支出 1,253,363  

    基金積立金支出 356,129  

    投資及び出資金支出 14,683  

  投資活動収入 428,803  

    国県等補助金収入 106,769  

    基金取崩収入 281,230  

    貸付金元金回収収入 40,258  

    資産売却収入 546  

３．財務活動収支 -641,048  

  財務活動支出 2,421,846  

    地方債償還支出 2,421,846  

  財務活動収入 1,780,798  

    地方債発行収入 1,780,798  

本年度資金収支額 -39,893  

前年度末資金残高 91,026  

本年度末資金残高 51,133  

本年度末歳計外現金残高 44,590  

本年度末現金預金残高 95,723  

 

※表示単位の端数処理により合計等が一致しない場合があります。 
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資金収支計算書は、貸借対照表の「現金預金」の１年間の収支を「業務

活動収支 」、「投資活動収支 」、「財務活動収支」という異なる３つの性

質に区分して集計したものです。  

 

 平成３０年度は、「投資活動収支」と「財務活動収支」がそれぞれ１１億９，

５３７万円、６億４，１０５万円のマイナスとなりましたが、「業務活動収支」が１

７億９，６５３万円のプラスとなり、資金収支は３，９８９万円のマイナスとなりま

した。歳計外現金と合わせると本年度末の資金残高は９，５７２万円となりま

した。 

当該資金残高が、貸借対照表の資産の部、「現金預金」に計上されま

す。 

 

【資金収支計算書  用語解説】  

業務活動収支・・・・・  行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収

入、支出されるもの  

業務支出・・・・・・・・  人件費、物件費、補助費、扶助費など  

業務収入・・・・・・・・  町税、補助金、使用料、手数料など  

臨時支出・・・・・・・・  災害復旧費など行政サービスを行う中で、臨時

的に支出されるもの  

臨時収入・・・・・・・・  行政サービスを行う上で、臨時的に収入される

もの 

 

投資活動収支・・・・・  庁舎、学校、道路などの資産形成や、投資、

積立金などの金融資産形成に支出したもの  

投資活動支出・・・・  公共施設や道路整備などの資産形成、投資

や積立金などの金融資産形成に支出したもの  

投資活動収入・・・・  公共施設の資産形成の財源に充てられた補

助金収入、土地などの固定資産の売却収入な

ど 

 

財務活動収支・・・・・・  地方債発行収入や、償還支出など 

財務活動支出・・・・・  地方債の元金償還など  

財務活動収入・・・・・  地方債の発行収入など  

 

歳計外現金・・・・・・・・  職員給与等から徴収した税金や社会保険料

など町の所有に属さない預り金  
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Ⅲ 一般会計等財務書類の主な指標分析  

 

財務書類に計上されている数値を組み合わせることで、様々な指標を得

ることができ、現金主義による決算数値に加えて、町の財政状況をより多角

的かつ長期的な視野に基づいて判断することが可能になります。ここでは、

一般会計等財務書類の主な指標について分析します。  

 

 

 （１） 純資産比率（％）      ＝ 純資産 ÷ 総資産 × １００      ＝ ７５．６％ 

 （２） 将来世代負担比率（％） ＝ 地方債 ÷ 有形固定資産 × １００ ＝ ２１．８％ 

 

過去及び現世代による負担と将来世代の負担の割合を見ることができ

ます。これまで豊かな財源（町税収入等）があり、地方債の発行を抑制して

きた場合、「純資産比率」が高く、「将来世代負担率」が低くなります。逆に

社会資本形成を地方債の発行に依存すると、「将来世代負担比率」が高

く、「純資産比率」が低くなります。 

多くの地方公共団体では、純資産比率が50～90％の間、将来世代負

担比率は10％～40％の間になります。佐用町では、比較的、純資産比率

（７５．６％）が高く、将来世代負担比率（２１．８％）が低いといえます。町で

は、将来の地方交付税の減額等に備えて、将来負担を少しでも軽減する

ため、地方債の繰上償還を実施しています。  

 

 （３） 資産老朽化比率（％） ＝減価償却累計額 ÷ 

 （有形固定資産－土地＋減価償却累計額） × １００ 

                  ＝ ６２．０％ 

 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価

償却累計額の割合を算定することにより、耐用年数に対し、償却資産の

取得からどの程度経過しているのかを示す指標となります。比率が高いほ

ど老朽化が進んでいることを表します。  

多くの地方公共団体では、35％～50％の間になります。佐用町では、６

２．０％ですので、現在保有する建物や設備の半分以上が帳簿上の価値

を失っており、老朽化が進みつつあります。公共施設の老朽化は、全国的

な問題となっており、このまま行けば、施設の修繕等の老朽化対策に要す

る経費が増加していくことが予想されます。今後の施設のあり方も含めて、

計画的に検討を行っていく必要があります。  
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（４） 受益者負担比率（％） ＝ 経常収益 ÷ 経常費用 × １００ ＝６．６７％ 

 

行政コスト計算書における経常収益は、使用料や手数料など行政サー

ビスに対する受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに対

する割合を算定することにより、行政サービスに係る受益者の負担割合を

示す指標となります。比率の平均的な値は、３％～８％であるとされていま

す。佐用町では６．６７％で平均的な範囲にあるといえます。  

 

 

（５） 行政コスト対財源比率（％） ＝ 純経常行政コスト ÷ 財源 × １００ 

 ＝ １０５．６％ 

 

経常行政コストに対する一般財源等の比率を算定することによって、当

年度に行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常

行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかを示す指標と

なります。 

比率が１００％を下回っている場合は、翌年度へ引き継ぐ資産が蓄積さ

れたか、あるいは翌年度へ引き継ぐ負担が軽減されたことを表しており、逆

に、比率が１００％を上回っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩

されたか、あるいは翌年度へ引き継ぐ負担が増加したことを表しています。  

佐用町では、１００％を上回っています。今後、人口減少による町税や

地方交付税等の一般財源収入の減少が見込まれる一方で、社会保障費

などは増加傾向にあり、この比率が増加していくことが予想されるため、財

源不足に対する対策が必要となっていきます。 

 

 

（６） 地方債残高の償還可能年数 ＝ 地方債残高 ÷ 業務活動収支 ＝ ７．２０年 

 

地方債を、経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済でき

るかを表す指標で、借金の大きさや債務返済能力をみます。３～８年が平均

的な水準となっています。  

佐用町では、７．２０年であり、平均的な水準にあるといえます。地方債残

高が多額になり、将来世代に過度な負担を残さないよう世代間公平に留意

する必要があります。  
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（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 59,209,874   固定負債 14,048,386

    有形固定資産 51,780,064     地方債 11,739,539

      事業用資産 25,686,030     長期未払金 -

        土地 9,216,607     退職手当引当金 2,308,847

        立木竹 9,861     損失補償等引当金 -

        建物 38,375,905     その他 -

        建物減価償却累計額 -23,379,327   流動負債 1,499,694

        工作物 2,472,371     １年内償還予定地方債 1,194,005

        工作物減価償却累計額 -1,079,907     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 261,099

        航空機 -     預り金 44,590

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 401,481 負債合計 15,548,080

        その他減価償却累計額 -389,155 【純資産の部】

        建設仮勘定 58,196   固定資産等形成分 63,717,054

      インフラ資産 25,894,011   余剰分（不足分） -15,434,043

        土地 1,229,048

        建物 107,530

        建物減価償却累計額 -98,884

        工作物 66,384,418

        工作物減価償却累計額 -42,356,266

        その他 1,223

        その他減価償却累計額 -126

        建設仮勘定 627,068

      物品 1,290,310

      物品減価償却累計額 -1,090,287

    無形固定資産 37,504

      ソフトウェア 37,504

      その他 -

    投資その他の資産 7,392,307

      投資及び出資金 1,547,038

        有価証券 28,097

        出資金 1,518,942

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 161,262

      長期貸付金 196,626

      基金 5,489,824

        減債基金 -

        その他 5,489,824

      その他 -

      徴収不能引当金 -2,443

  流動資産 4,621,217

    現金預金 95,723

    未収金 18,825

    短期貸付金 40,008

    基金 4,467,171

      財政調整基金 2,714,962

      減債基金 1,752,210

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -510 純資産合計 48,283,011

資産合計 63,831,091 負債及び純資産合計 63,831,091

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）

15



（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 11,020,509

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

    その他 307

  臨時利益 546

    資産売却益 546

    資産除売却損 287

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 10,662,993

  臨時損失 358,062

    災害復旧事業費 357,468

  経常収益 762,125

    使用料及び手数料 248,859

    その他 513,267

      社会保障給付 988,728

      他会計への繰出金 1,588,059

      その他 2,685

        その他 28,318

    移転費用 4,461,476

      補助金等 1,882,002

      その他の業務費用 126,786

        支払利息 97,559

        徴収不能引当金繰入額 908

        維持補修費 159,133

        減価償却費 2,516,146

        その他 -

        その他 149,956

      物件費等 4,344,627

        物件費 1,669,348

        職員給与費 1,926,872

        賞与等引当金繰入額 261,099

        退職手当引当金繰入額 154,302

  経常費用 11,425,118

    業務費用 6,963,642

      人件費 2,492,229

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 49,195,432 64,930,313 -15,734,882

  純行政コスト（△） -11,020,509 -11,020,509

  財源 10,098,821 10,098,821

    税収等 8,634,647 8,634,647

    国県等補助金 1,464,173 1,464,173

  本年度差額 -921,688 -921,688

  固定資産等の変動（内部変動） -1,222,527 1,222,527

    有形固定資産等の増加 1,253,363 -1,253,363

    有形固定資産等の減少 -2,516,432 2,516,432

    貸付金・基金等の増加 370,812 -370,812

    貸付金・基金等の減少 -330,270 330,270

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 9,147 9,147

  その他 120 120 -

  本年度純資産変動額 -912,421 -1,213,259 300,839

本年度末純資産残高 48,283,011 63,717,054 -15,434,043

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 53,296

本年度歳計外現金増減額 -8,705

本年度末歳計外現金残高 44,590

本年度末現金預金残高 95,723

    その他の収入 -

財務活動収支 -641,048

本年度資金収支額 -39,893

前年度末資金残高 91,026

本年度末資金残高 51,133

  財務活動支出 2,421,846

    地方債償還支出 2,421,846

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,780,798

    地方債発行収入 1,780,798

    貸付金元金回収収入 40,258

    資産売却収入 546

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,195,372

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 428,803

    国県等補助金収入 106,769

    基金取崩収入 281,230

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,624,175

    公共施設等整備費支出 1,253,363

    基金積立金支出 356,129

    投資及び出資金支出 14,683

  臨時支出 357,468

    災害復旧事業費支出 357,468

    その他の支出 -

  臨時収入 78,292

業務活動収支 1,796,528

  業務収入 10,683,893

    税収等収入 8,651,365

    国県等補助金収入 1,279,112

    使用料及び手数料収入 249,010

    その他の収入 504,406

    移転費用支出 4,461,476

      補助金等支出 1,882,002

      社会保障給付支出 988,728

      他会計への繰出支出 1,588,059

      その他の支出 2,685

    業務費用支出 4,146,714

      人件費支出 2,192,743

      物件費等支出 1,828,481

      支払利息支出 97,559

      その他の支出 27,930

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,608,189
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一般会計等財務書類における注記

１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法
①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　   ア　昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価
　　   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　   イ　昭和６０年度以後に取得したもの
　　   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
　　   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川、及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価
　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的以外の有価証券
　　 　ア　市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格
　   　イ　市場価格のないもの････････････････････取得価額
②　出資金
　　　 ア　市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格
　     イ　市場価格のないもの････････････････････出資金額

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　 建物   　 2 年～ 50 年
　　　 工作物 　 6 年～ 60 年
　　　 物品    　4 年～ 30 年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法（ソフトウェアについては、当
町における見込利用期間（ 5 年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース総額が300万円未満のリー
ス取引を除きます。）･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（４）引当金の計上基準及び算定方法
①　徴収不能引当金
　　未収金、長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を
　　計上しています。
②　退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として
　　支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち佐用町へ按分さ
　　れる額を加算した額を控除した額を計上しています。
③　賞与等引当金
翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（５）リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース総額が 300万円未満のリース取引を除きま
す。）
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６）資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん
でいます。
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（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産とし
て計上しています。
　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
　建物・工作物等については、取得価額又は再調達価額が50万円以上の場合に資産として計上し
ています。
　土地については、全ての土地を計上しています。
②　資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取
得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。

２．追加情報

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
    ①　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

　 一般会計
   朝霧園特別会計
   西はりま天文台公園特別会計
   メガソーラー事業収入特別会計

 ②　一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。

 ③　地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、
　　 出納整理　期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
　　 計数としています。

 ④　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

 ⑤　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次の
     とおりです。
　　 実質赤字比率　　　    －
　　 連結実質赤字比率　    －
　 　実質公債費比率　　    4.8％
　 　将来負担比率　　　    －

⑥　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　　529,439千円

⑦　繰越事業に係る将来の支出予定額　　8,344千円

（２）貸借対照表に係る事項
   ①　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、
       次のとおりです。

標準財政規模　　　　     　　　　　　　　　　8,244,599千円
将来負担額　　　　　    　　　　　　　　　　22,509.337千円
充当可能基金額　　　　   　　　　　　　　　  8,155,473千円
特定財源見込額　           　　　　　　　　　  156,448千円
地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額　18,213,719千円

（３）純資産変動計算書に係る事項
①　固定資産等形成分
　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
②　余剰分（不足分）
　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

（４）資金収支計算書に係る事項
①　基礎的財政収支　　773,613 千円
②　一時借入金
    資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
    なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　    一時借入金の限度額           3,000,000千円
    　一時借入金に係る利子額        　    - 千円
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の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

兵
庫

県
農

業
信

用
基

金
協

会
出

資
金

7
,9

8
0

5
7
6
,6

8
0
,0

7
8

5
6
1
,6

5
6
,6

6
3

1
5
,0

2
3
,4

1
5

1
1
,0

4
1
,3

9
0

0
.0

7
%

1
0
,8

5
8

0
7
,9

8
0

7
,9

8
0

兵
庫

県
信

用
保

証
協

会
出

損
金

9
,8

0
0

1
,2

6
2
,2

8
1
,0

1
2

1
,1

5
0
,0

2
9
,5

7
3

1
1
2
,2

5
1
,4

3
9

7
5
,2

8
6
,3

8
5

0
.0

1
%

1
4
,6

1
2

0
9
,8

0
0

9
,8

0
0

兵
庫

県
土

地
開

発
公

社
出

資
金

1
,5

0
0

4
8
,2

2
7
,8

0
7

3
9
,3

9
6
,1

8
0

8
,8

3
1
,6

2
7

1
0
5
,0

0
0

1
.4

3
%

1
2
6
,1

6
6

0
1
,5

0
0

1
,5

0
0

（
社

）
兵

庫
県

ﾌ
ﾞﾛ

ｲ
ﾗ
ｰ

価
格

安
定

協
会

出
資

金
1
9
0

3
,1

4
7
,1

8
9

7
9
,2

3
6

3
,0

6
7
,9

5
3

1
,4

1
2
,6

9
8

0
.0

1
%

4
1
3

0
1
9
0

1
9
0

（
社

）
兵

庫
県

み
ど

り
公

社
出

資
金

2
0
0

（
社

）
兵

庫
県

み
ど

り
公

社
出

損
金

2
4
0

（
財

）
兵

庫
県

農
業

後
継

者
育

成
基

金
出

資
金

8
,1

1
3

（
財

）
兵

庫
県

営
林

緑
化

労
働

基
金

出
損

金
2
,4

3
4

5
3
4
,0

8
0

3
6
7
,4

6
9

1
6
6
,6

1
1

1
2
6
,0

0
0

1
.9

3
%

3
,2

1
8

0
2
,4

3
4

2
,4

3
4

2
,0

0
0

5
0
.0

0
%

5
5
9
,0

0
6

1
8
8
,4

6
5

3
7
0
,5

4
1

4
,0

0
0

2
7
,1

6
5

0
8
,5

5
3

1
8
5
,2

7
1

0

1
.2

4
%

8
,5

5
3

7
3
,7

0
7
,4

0
9

7
1
,5

1
2
,5

9
4

2
,1

9
4
,8

1
5

6
9
1
,0

1
7
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市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

（
財

）
兵

庫
県

環
境

ク
リ

エ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
出

損
金

1
,2

7
0

7
,4

9
7
,4

0
9

2
,0

4
4
,6

0
6

5
,4

5
2
,8

0
3

9
8
1
,2

0
8

0
.1

3
%

7
,0

5
8

0
1
,2

7
0

1
,2

7
0

（
財

）
兵

庫
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

出
損

金
2
,2

4
3

7
,3

9
5
,4

2
9

3
,9

5
2
,0

7
4

3
,4

4
3
,3

5
5

7
3
6
,1

0
0

0
.3

0
%

1
0
,4

9
2

0
2
,2

4
3

2
,2

4
3

（
財

）
兵

庫
県

雇
用

開
発

協
会

出
損

金
1
1
6

8
5
,0

2
2

2
1
,3

4
8

6
3
,6

7
4

1
0
,0

0
0

1
.1

6
%

7
3
9

0
1
1
6

1
1
6

（
財

）
兵

庫
県

人
権

啓
発

協
会

設
立

出
損

金
1
,0

0
0

1
3
9
,8

5
2

1
4
,1

6
2

1
2
5
,6

9
0

1
0
2
,7

0
0

0
.9

7
%

1
,2

2
4

0
1
,0

0
0

1
,0

0
0

（
財

）
兵

庫
県

体
育

協
会

設
立

基
金

出
損

金
1
5
0

2
,3

7
6
,6

9
9

5
2
5
,1

1
8

1
,8

5
1
,5

8
1

1
,8

5
1
,5

8
1

0
.0

1
%

1
5
0

0
1
5
0

1
5
0

（
財

）
ふ

る
さ

と
情

報
セ

ン
タ

ー
出

損
金

5
0
0

0
0

5
0
0

5
0
0

（
財

）
暴

力
団

追
放

兵
庫

県
民

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

事
業

出
損

金
1
,4

7
0

1
,5

9
2
,9

7
9

7
,0

5
0

1
,5

8
5
,9

2
9

1
,5

0
0
,0

9
9

0
.1

0
%

1
,5

5
4

0
1
,4

7
0

1
,4

7
0

（
財

）
砂

防
ﾌ
ﾛ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ

整
備

推
進

機
構

設
立

出
損

金
1
2
0

3
,1

9
1
,4

6
2

7
3
7
,2

5
8

2
,4

5
4
,2

0
4

4
1
2
,6

0
0

0
.0

3
%

7
1
4

0
1
2
0

1
2
0

（
財

）
姫

路
・
西

は
り

ま
地

場
産

業
セ

ン
タ

ー
出

資
金

4
0
0

（
財

）
姫

路
・
西

は
り

ま
地

場
産

業
セ

ン
タ

ー
出

損
金

2
,0

0
0

（
財

）
ひ

ょ
う

ご
科

学
技

術
協

会
出

損
金

2
5
,5

0
0

2
,0

1
3
,8

9
7

6
,0

4
6

2
,0

0
7
,8

5
1

1
,8

2
8
,3

3
9

1
.3

9
%

2
8
,0

0
4

0
2
5
,5

0
0

2
5
,5

0
0

智
頭

鉄
道

運
営

助
成

基
金

出
損

金
7
6
,1

8
0

5
,9

3
2
,6

8
4

3
4
1
,9

5
1

5
,5

9
0
,7

3
3

4
5
0
,0

0
0

1
6
.9

3
%

9
4
6
,4

4
9

0
7
6
,1

8
0

7
6
,1

8
0

佐
用

郡
森

林
組

合
出

資
金

2
2
1

3
3
6
,7

3
2

6
9
,0

7
6

2
6
7
,6

5
6

1
4
,9

6
2

1
.4

8
%

3
,9

5
7

0
2
2
1

2
2
1

ふ
れ

あ
い

の
里

上
月

出
資

金
9
5
0

3
0
,6

4
8

1
9
,4

1
6

1
1
,2

3
2

3
,5

0
0

2
7
.1

4
%

3
,0

4
9

0
9
5
0

9
5
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

出
資

金
2
,5

0
0

2
4
,5

8
9
,1

9
9
,0

0
0

2
4
,2

9
4
,0

0
8
,0

0
0

2
9
5
,1

9
1
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

2
%

4
4
,4

5
1

0
2
,5

0
0

2
,5

0
0

佐
用

・
ＩＤ

Ｅ
Ｃ

メ
ガ

ソ
ー

ラ
ー

有
限

責
任

事
業

組
合

出
資

金
1
5
0
,0

0
0

4
,0

2
7
,6

1
9

3
,4

9
1
,3

7
4

5
3
6
,2

4
5

3
0
0
,0

0
0

5
0
.0

0
%

2
6
8
,1

2
2

0
1
5
0
,0

0
0

1
5
0
,0

0
0

合
計

2
9
5
,0

7
7

2
6
,5

8
8
,8

5
6
,8

3
7

2
6
,1

2
8
,3

0
1
,9

3
6

4
6
0
,5

5
4
,9

0
1

1
1
3
,6

1
1
,4

9
5

-
1
,5

0
5
,1

2
1

0
2
9
5
,0

7
7

2
9
5
,0

7
7

6
,7

2
8

0
2
,4

0
0

2
,4

0
0

4
5
9
,8

3
0

2
2
,7

4
2

4
3
7
,0

8
8

1
5
5
,9

1
6

1
.5

4
%
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

　
財

政
調

整
基

金
2
,1

1
4
,9

6
2

6
0
0
,0

0
0

2
,7

1
4
,9

6
2

2
,6

6
4
,9

6
2

　
減

債
基

金
1
,3

5
2
,2

1
0

4
0
0
,0

0
0

1
,7

5
2
,2

1
0

1
,7

5
2
,2

1
0

　
【
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

】

　
　

　
合

併
振

興
基

金
1
,6

8
3
,3

6
6

2
6
0
,0

0
0

1
,9

4
3
,3

6
6

1
,9

4
3
,3

6
6

　
　

　
地

域
活

性
化

事
業

基
金

1
4
,1

2
3

1
4
,1

2
3

1
4
,1

2
3

　
　

　
町

営
住

宅
等

共
用

施
設

整
備

基
金

6
8
,3

2
7

6
8
,3

2
7

6
8
,3

2
7

　
　

　
公

共
施

設
整

備
基

金
1
,0

6
8
,7

6
5

2
0
0
,0

0
0

1
,2

6
8
,7

6
5

1
,2

6
8
,7

6
5

　
　

　
地

域
福

祉
基

金
4
2
6
,3

4
4

1
4
0
,0

0
0

5
6
6
,3

4
4

5
6
6
,3

4
4

　
　

　
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
1
9
,4

1
1

1
9
,4

1
1

1
9
,4

1
1

　
　

　
災

害
遺

児
等

修
学

・
生

活
支

援
金

2
,8

2
6

2
,8

2
6

2
,8

2
6

　
　

　
災

害
復

興
基

金
1
1
8
,8

5
7

1
1
8
,8

5
7

1
1
8
,8

5
7

　
　

　
過

疎
地

域
自

立
振

興
基

金
1
,1

8
4
,2

5
9

1
,1

8
4
,2

5
9

1
,1

8
4
,2

5
9

　
　

　
土

地
開

発
基

金
2
5
2
,0

7
1

2
5
2
,0

7
1

2
5
2
,0

7
1

　
　

　
西

は
り

ま
天

文
台

公
園

整
備

基
金

5
1
,4

7
3

5
1
,4

7
3

5
1
,4

7
3

合
計

8
,3

5
6
,9

9
4

1
,6

0
0
,0

0
0

0
0

9
,9

5
6
,9

9
4

9
,9

0
6
,9

9
4

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

佐
用

・
ＩＤ

Ｅ
Ｃ

メ
ガ

ソ
ー

ラ
ー

有
限

責
任

事
業

組
合

出
資

金
1
9
6
,6

2
6

4
0
,0

0
8

2
3
6
,6

3
4

合
計

1
9
6
,6

2
6

0
4
0
,0

0
8

0
2
3
6
,6

3
4

そ
の

他
の

貸
付

金

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額

　
諸

収
入

6
2
,4

0
5

0

小
計

6
2
,4

0
5

0

　
町

民
税

1
3
,2

0
1

3
5
3

　
固

定
資

産
税

7
2
,1

2
5

2
,0

1
7

　
軽

自
動

車
税

1
,8

8
4

6
8

　
分

担
金

・
負

担
金

1
6
3

2

　
使

用
料

・
手

数
料

2
,6

2
3

2

　
諸

収
入

8
,8

6
0

0

小
計

9
8
,8

5
6

2
,4

4
2

合
計

1
6
1
,2

6
1

2
,4

4
2

第
三

セ
ク

タ
ー

等

【
貸

付
金

】

【
未

収
金

】

税
等

未
収

金

そ
の

他
の

未
収

金

そ
の

他
の

貸
付

金
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⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額

小
計

0
0

　
町

民
税

4
,7

1
2

1
2
6

　
固

定
資

産
税

1
2
,7

3
4

3
5
6

　
軽

自
動

車
税

7
5
9

2
7

　
分

担
金

・
負

担
金

1
7

0

　
使

用
料

・
手

数
料

6
0
3

1

小
計

1
8
,8

2
5

5
1
0

合
計

1
8
,8

2
5

5
1
0

そ
の

他
の

未
収

金

【
貸

付
金

】

第
三

セ
ク

タ
ー

等

そ
の

他
の

貸
付

金

【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

　
　

一
般

公
共

事
業

2
4
1
,9

0
3

2
8
,7

9
2

2
2
3
,6

6
9

1
8
,2

3
4

　
　

公
営

住
宅

建
設

9
7
,4

3
5

1
6
,8

5
5

9
7
,4

3
5

　
　

災
害

復
旧

3
0
9
,2

9
6

7
3
,5

8
9

3
0
9
,2

9
6

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
6
2
5
,6

9
4

5
8
,5

2
8

6
2
5
,6

9
4

　
　

一
般

単
独

事
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（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 59,209,874   固定負債 14,048,386

    有形固定資産 51,780,064     地方債 11,739,539

      事業用資産 25,686,030     長期未払金 -

        土地 9,216,607     退職手当引当金 2,308,847

        立木竹 9,861     損失補償等引当金 -

        建物 38,375,905     その他 -

        建物減価償却累計額 -23,379,327   流動負債 1,499,694

        工作物 2,472,371     １年内償還予定地方債 1,194,005

        工作物減価償却累計額 -1,079,907     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 261,099

        航空機 -     預り金 44,590

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 401,481 負債合計 15,548,080

        その他減価償却累計額 -389,155 【純資産の部】

        建設仮勘定 58,196   固定資産等形成分 63,717,054

      インフラ資産 25,894,011   余剰分（不足分） -15,434,043

        土地 1,229,048

        建物 107,530

        建物減価償却累計額 -98,884

        工作物 66,384,418

        工作物減価償却累計額 -42,356,266

        その他 1,223

        その他減価償却累計額 -126

        建設仮勘定 627,068

      物品 1,290,310

      物品減価償却累計額 -1,090,287

    無形固定資産 37,504

      ソフトウェア 37,504

      その他 -

    投資その他の資産 7,392,307

      投資及び出資金 1,547,038

        有価証券 28,097

        出資金 1,518,942

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 161,262

      長期貸付金 196,626

      基金 5,489,824

        減債基金 -

        その他 5,489,824

      その他 -

      徴収不能引当金 -2,443

  流動資産 4,621,217

    現金預金 95,723

    未収金 18,825

    短期貸付金 40,008

    基金 4,467,171

      財政調整基金 2,714,962

      減債基金 1,752,210

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -510 純資産合計 48,283,011

資産合計 63,831,091 負債及び純資産合計 63,831,091

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 11,020,509

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

    その他 307

  臨時利益 546

    資産売却益 546

    資産除売却損 287

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 10,662,993

  臨時損失 358,062

    災害復旧事業費 357,468

  経常収益 762,125

    使用料及び手数料 248,859

    その他 513,267

      社会保障給付 988,728

      他会計への繰出金 1,588,059

      その他 2,685

        その他 28,318

    移転費用 4,461,476

      補助金等 1,882,002

      その他の業務費用 126,786

        支払利息 97,559

        徴収不能引当金繰入額 908

        維持補修費 159,133

        減価償却費 2,516,146

        その他 -

        その他 149,956

      物件費等 4,344,627

        物件費 1,669,348

        職員給与費 1,926,872

        賞与等引当金繰入額 261,099

        退職手当引当金繰入額 154,302

  経常費用 11,425,118

    業務費用 6,963,642

      人件費 2,492,229

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 49,195,432 64,930,313 -15,734,882

  純行政コスト（△） -11,020,509 -11,020,509

  財源 10,098,821 10,098,821

    税収等 8,634,647 8,634,647

    国県等補助金 1,464,173 1,464,173

  本年度差額 -921,688 -921,688

  固定資産等の変動（内部変動） -1,222,527 1,222,527

    有形固定資産等の増加 1,253,363 -1,253,363

    有形固定資産等の減少 -2,516,432 2,516,432

    貸付金・基金等の増加 370,812 -370,812

    貸付金・基金等の減少 -330,270 330,270

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 9,147 9,147

  その他 120 120 -

  本年度純資産変動額 -912,421 -1,213,259 300,839

本年度末純資産残高 48,283,011 63,717,054 -15,434,043

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 53,296

本年度歳計外現金増減額 -8,705

本年度末歳計外現金残高 44,590

本年度末現金預金残高 95,723

    その他の収入 -

財務活動収支 -641,048

本年度資金収支額 -39,893

前年度末資金残高 91,026

本年度末資金残高 51,133

  財務活動支出 2,421,846

    地方債償還支出 2,421,846

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,780,798

    地方債発行収入 1,780,798

    貸付金元金回収収入 40,258

    資産売却収入 546

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,195,372

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 428,803

    国県等補助金収入 106,769

    基金取崩収入 281,230

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,624,175

    公共施設等整備費支出 1,253,363

    基金積立金支出 356,129

    投資及び出資金支出 14,683

  臨時支出 357,468

    災害復旧事業費支出 357,468

    その他の支出 -

  臨時収入 78,292

業務活動収支 1,796,528

  業務収入 10,683,893

    税収等収入 8,651,365

    国県等補助金収入 1,279,112

    使用料及び手数料収入 249,010

    その他の収入 504,406

    移転費用支出 4,461,476

      補助金等支出 1,882,002

      社会保障給付支出 988,728

      他会計への繰出支出 1,588,059

      その他の支出 2,685

    業務費用支出 4,146,714

      人件費支出 2,192,743

      物件費等支出 1,828,481

      支払利息支出 97,559

      その他の支出 27,930

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,608,189
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全体財務書類における注記

１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法
①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　   ア　昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価
　　   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　   イ　昭和６０年度以後に取得したもの
　　   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
　　   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川、及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価
　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、地方公営企業法が適用されている会計については、地方公営企業会計基準によっています。
また、法非適用の地方公営企業会計については、上記の基準によらない評価方法を採用している資産
もあります。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的以外の有価証券
　　 　ア　市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格
　   　イ　市場価格のないもの････････････････････取得価額
②　出資金
　　　 ア　市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格
　     イ　市場価格のないもの････････････････････出資金額

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　 建物   　 2 年～ 60 年
　　　 工作物 　 6 年～ 60 年
　　　 物品    　3 年～ 60 年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法（ソフトウェアについては、当町にお
ける見込利用期間（ 5 年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース総額が300万円未満のリース取引
を除きます。）･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（４）引当金の計上基準及び算定方法
①　徴収不能引当金
　　未収金、長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額
    を計上しています。
　  ただし、一部の連結対象団体（会計）については、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等
    それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上しています。
②　退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として
　　支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち佐用町へ按分さ
　　れる額を加算した額を控除した額を計上しています。
③　賞与等引当金
    翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
    ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（５）リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース総額が 300万円未満のリース取引を除きます。）
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
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（６）資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい
ます。

（７）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

２．追加情報

（１）連結対象団体（会計）

   （２）出納整理期間
地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、
出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として
います。
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）
との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したもの
として調整しています。

   （３）表示単位未満の取扱い
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―

介護保険特別会計（事業勘定） 地方公営事業会計 全部連結 ―

介護保険特別会計（サービス勘定） 地方公営事業会計 全部連結 ―

簡易水道事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―

特定環境保全公共下水道事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―

生活排水処理事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―

笹ケ丘荘特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―

宅地造成事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―

農業共済事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 ―

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ―
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（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 83,968,885   固定負債 24,377,398

    有形固定資産 76,758,359     地方債等 20,090,773

      事業用資産 26,883,139     長期未払金 447

        土地 9,525,940     退職手当引当金 2,755,685

        立木竹 9,861     損失補償等引当金 -

        建物 39,817,633     その他 1,530,493

        建物減価償却累計額 -24,023,438   流動負債 2,539,946

        工作物 2,574,066     １年内償還予定地方債等 2,090,685

        工作物減価償却累計額 -1,091,906     未払金 26,056

        船舶 563     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -524     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 343,924

        航空機 -     預り金 46,145

        航空機減価償却累計額 -     その他 33,136

        その他 401,481 負債合計 26,917,344

        その他減価償却累計額 -389,155 【純資産の部】

        建設仮勘定 58,618   固定資産等形成分 88,476,065

      インフラ資産 46,991,085   余剰分（不足分） -25,863,103

        土地 1,906,787   他団体出資等分 -

        建物 1,957,416

        建物減価償却累計額 -911,879

        工作物 101,883,232

        工作物減価償却累計額 -58,941,294

        その他 1,223

        その他減価償却累計額 -126

        建設仮勘定 1,095,727

      物品 16,306,822

      物品減価償却累計額 -13,422,687

    無形固定資産 67,868

      ソフトウェア 66,452

      その他 1,416

    投資その他の資産 7,142,658

      投資及び出資金 363,178

        有価証券 68,097

        出資金 295,082

        その他 -

      長期延滞債権 254,432

      長期貸付金 196,626

      基金 6,266,737

        減債基金 -

        その他 6,266,737

      その他 65,669

      徴収不能引当金 -3,983

  流動資産 5,561,421

    現金預金 821,298

    未収金 103,845

    短期貸付金 40,008

    基金 4,467,171

      財政調整基金 2,714,962

      減債基金 1,752,210

    棚卸資産 15,290

    その他 116,121

    徴収不能引当金 -2,312

  繰延資産 - 純資産合計 62,612,962

資産合計 89,530,306 負債及び純資産合計 89,530,306

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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（単位：千円）

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

    資産売却益 682

    その他 30,510

純行政コスト 19,423,843

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 311

  臨時利益 31,192

  臨時損失 358,318

    災害復旧事業費 357,468

    資産除売却損 539

    使用料及び手数料 720,480

    その他 1,193,792

純経常行政コスト 19,096,718

      社会保障給付 992,939

      その他 39,438

  経常収益 1,914,272

        その他 210,779

    移転費用 10,651,780

      補助金等 9,619,403

      その他の業務費用 497,206

        支払利息 283,787

        徴収不能引当金繰入額 2,639

        維持補修費 229,857

        減価償却費 3,730,667

        その他 47,513

        その他 199,620

      物件費等 6,618,000

        物件費 2,609,963

        職員給与費 2,538,531

        賞与等引当金繰入額 343,579

        退職手当引当金繰入額 162,273

  経常費用 21,010,989

    業務費用 10,359,209

      人件費 3,244,003

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 63,407,255 90,405,023 -26,997,768 -

  純行政コスト（△） -19,423,843 -19,423,843 -

  財源 18,500,208 18,500,208 -

    税収等 12,935,138 12,935,138 -

    国県等補助金 5,565,071 5,565,071 -

  本年度差額 -923,635 -923,635 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,900,389 1,900,389

    有形固定資産等の増加 1,635,333 -1,635,333

    有形固定資産等の減少 -3,718,578 3,718,578

    貸付金・基金等の増加 617,578 -617,578

    貸付金・基金等の減少 -434,721 434,721

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -15,257 -15,257

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 108,479 18,965 89,514 -

  その他 36,120 -32,277 68,397

  本年度純資産変動額 -794,293 -1,928,958 1,134,665 -

本年度末純資産残高 62,612,962 88,476,065 -25,863,103 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 53,483

本年度歳計外現金増減額 -8,776

本年度末歳計外現金残高 44,707

本年度末現金預金残高 821,298

財務活動収支 -1,341,860

本年度資金収支額 49,637

前年度末資金残高 692,156

比例連結割合変更に伴う差額 34,799

本年度末資金残高 776,591

    地方債等償還支出 3,334,991

    その他の支出 4,106

  財務活動収入 1,997,237

    地方債等発行収入 2,008,898

    その他の収入 -11,661

    資産売却収入 100,182

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,607,465

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,339,097

    その他の支出 16,235

  投資活動収入 653,210

    国県等補助金収入 135,754

    基金取崩収入 377,016

    貸付金元金回収収入 40,258

  投資活動支出 2,260,675

    公共施設等整備費支出 1,652,548

    基金積立金支出 591,891

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 357,468

    その他の支出 4

  臨時収入 96,835

業務活動収支 2,998,962

【投資活動収支】

    税収等収入 12,949,899

    国県等補助金収入 5,374,696

    使用料及び手数料収入 648,195

    その他の収入 1,167,353

  臨時支出 357,472

    移転費用支出 10,642,503

      補助金等支出 9,611,532

      社会保障給付支出 992,939

      その他の支出 38,031

  業務収入 20,140,143

    業務費用支出 6,238,041

      人件費支出 2,873,886

      物件費等支出 2,852,544

      支払利息支出 283,787

      その他の支出 227,824

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 16,880,544
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連結財務書類における注記

１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法
①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　   ア　昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価
　　   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　   イ　昭和６０年度以後に取得したもの
　　   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
　　   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川、及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価
　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、地方公営企業法が適用されている会計については、地方公営企業会計基準によっています。
また、法非適用の地方公営企業会計については、上記の基準によらない評価方法を採用している資産も
あります。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的以外の有価証券
　　 　ア　市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格
　   　イ　市場価格のないもの････････････････････取得価額
②　出資金
　　　 ア　市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格
　     イ　市場価格のないもの････････････････････出資金額

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます）・・・・・・・定額法
②　無形固定資産（リース資産を除きます）・・・・・・・定額法
③　リース資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法
　ア　所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産
　　　・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産
　　　・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

（４）引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金
　　未収金、長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能
    見込額を計上しています。
　  ただし、一部の連結対象団体（会計）については、一般債権・貸倒懸念債権・破産
    更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上しています。

②　退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として
　　支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち佐用町へ按分さ
　　れる額を加算した額を控除した額を計上しています。
③　賞与等引当金
    翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
    ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（５）リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース総額が 300万円未満のリース取引を除きます。）
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
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（６）資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいま
す。

（７）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

２．追加情報

（１）連結対象団体（会計）

※全体財務書類の連結対象団体（会計）に追加して上記の団体が含まれます。
連結の方法は次のとおりです。
①　一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の
対象としています。
②　第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下で
あっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、
全部連結の対象としています。
また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等
については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。
ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合
は、比例連結の対象としていない場合があります。

   （２）出納整理期間
地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、
出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
ます。
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）と
の間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとし
て調整しています。

   （３）表示単位未満の取扱い
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合

播磨高原広域事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 12.20%

西はりま環境事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 20.80%

西はりま消防組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 15.38%

兵庫県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.42%

社会福祉法人　佐用町社会福祉協議会 第三セクター等 比例連結 50.00%
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